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健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針等の一部を改正する告示

について（通知） 
 
健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針等の一部を改正する告示（令和５年

厚生労働省告示第 258号）（別添）が令和５年８月 31日に告示され、同年９月１日から適用
されたところである。 
改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、御了知いただくとともに、実施に当たっ

ては、これらに留意の上、遺漏ないよう取り扱われたい。 
 
記 

 
第１ 改正の趣旨 

健康保険法（大正 11 年法律第 70号）第 150条第８項、国民健康保険法（昭和 33年法
律第 192号）第 82条第 11項及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80
号）第 125 条第６項の規定に基づき、厚生労働大臣は、保険者等が行う被保険者等の健
康の保持増進のために必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、指針
の公表を行うものとされている。 
 また、日本再興戦略（平成 25年６月 14日閣議決定）において、予防・健康管理の推進
に関する仕組みづくりとして、「全ての健康保険組合に対し、レセプト等のデータの分析、

それに基づく被保険者等の健康保持増進のための事業計画として『データヘルス計画』
の作成・公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行
うことを推進する」とされたことを踏まえ、保険者等がデータヘルス計画の策定、実施及
び評価を行うよう平成 26 年４月に健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針
（平成 16 年厚生労働省告示第 308 号）等を一部改正し、平成 27 年度から第１期のデー
タヘルス計画を開始し、令和６年度からは、第３期のデータヘルス計画に則った事業の
実施を保険者等に求めているところである。 
 今後、保険者等において、第３期データヘルス計画の策定が行われるところ、それに先



 

立って、健康・医療情報の分析に基づく効率的かつ効果的な保健事業がＰＤＣＡサイク

ルに沿って実施されるよう、健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針等の一
部を改正するもの。 

 
第２ 改正の内容 
１ 健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針の一部改正 
① 社会情勢の変化等に対応した保健事業について 
○ 保険者による新たな保健事業の計画・立案の契機となるよう、先進的な取組例に
ついて記載する。 

② 複数保険者によるデータヘルス計画の共同策定、実施及び評価について 
○ 現行、保険者ごとにデータヘルス計画の策定、実施及び評価を行っているところ、
効率的かつ効果的にこれらを実施する観点から、複数保険者によるデータヘルス計
画の共同策定、実施及び評価を可能とする。 

③ 共通評価指標の設定について 
○ データヘルス計画に基づく事業の評価を適切に行う観点から、健康保険組合間で
の実績の比較等を可能にする共通評価指標を明記する。 

④ 事業運営上の留意事項について 
○ 委託事業者を活用した保健事業の活用手法（共同事業・ＰＦＳ事業）について記
載する。 

⑤ 健康情報の継続的な管理について 
○ 退職等により保険者が変更となる加入者に対し、変更後の保険者の保健事業を周
知するよう努めることを明記する。 

○ 事業継続性の担保を図る観点から、オンラインでの事業実施やリモート環境での
事業管理に加え、その際のデータの整備やルールづくりの重要性を記載する。 

⑥ その他 

○ ①～⑤のほか、所要の規定の整備を行う。 
 

２ 国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成 16年厚生労働省告示
第 307号）の一部改正 

① １①・③・④に準じた改正を行う。 
② ①のほか、所要の規定の整備を行う。 

 
３ 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく高齢者保健事業の実施等に関する指針
（令和２年厚生労働省告示第 112号）の一部改正 
① １①・③に準じた改正を行う。 
② ①のほか、所要の規定の整備を行う。 
 

第３ 適用期日 

  令和５年９月１日 
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